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第３ 歳入・歳出・債権管理の状況 
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１ 歳入・歳出関係 

（１） 一般会計 

ア 歳入 

（ア）証紙収入を除く歳入                         （単位：円） 

款 目 節 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

 
 

児童福祉費 4,549,410 2,610,790 0 1,938,620 

過年度収入 8,170,644 1,416,520 1,240,970 5,513,154 

民生負担金 12,720,054 4,027,310 1,240,970 7,451,774 

分担金及び負担金 12,720,054 4,027,310 1,240,970 7,451,774 

 
 土地建物等 3,000 3,000 0 0 

環境保健使用料 3,000 3,000 0 0 

使用料及び手数料 3,000 3,000 0 0 

 

 延滞金 470 140 0 330 

延滞金 470 140 0 330 

 

総務費 702 702 0 0 

民生費 17,684,056 10,758,891 0 6,925,165 

過年度収入 45,858,008 2,615,714 2,556,798 40,685,496 

雑入 133,575 133,315 0 260 

雑入 63,676,341 13,508,622 2,556,798 47,610,921 

諸収入 63,676,811 13,508,762 2,556,798 47,611,251 

合計 76,399,865 17,539,072 3,797,768 55,063,025 

 

（イ）証紙収入による歳入         （単位：円） 

細 節 件 数 金 額 

総務学事課 78 58,500 

医療施設等許可 14 502,000 

医薬品医療機器等 84 1,249,300 

温泉 25 875,000 

食品関係営業許可 749 9,668,500 

興行場営業許可 1 8,600 

公衆浴場営業許可 2 44,000 

旅館営業許可 8 176,000 

理美容所開設検査 13 208,000 

クリーニング所開設検査 3 48,000 

化製場設置許可 1 16,400 

建築物衛生管理業者登録 6 210,000 

合  計 984 13,064,300 
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  イ 歳出                                 （単位：円） 

款 科  目 令達額 支出済額 残   額 

総務費 財産管理費 646,920 646,920 0 

民生費 

社会福祉総務費 288,000 206,780 81,220 

福祉事務所費 10,214,870 9,528,242 686,628 

老人福祉費 90,000 37,783 52,217 

婦人福祉費 278,000 164,108 113,892 

障害者福祉費 169,000 71,725 97,275 

地域福祉費 634,260 573,920 60,340 

児童福祉総務費 223,000 198,645 24,355 

児童措置費 12,000,000 8,887,793 3,112,207 

児童相談所費 5,353,600 4,584,256 769,344 

ひとり親家庭福祉費 1,833,640 1,737,010 96,630 

障害児福祉費 29,000 11,000 18,000 

生活保護総務費 6,619,000 6,081,350 537,650 

扶助費 963,285,000 960,236,761 3,048,239 

国民健康保険費 31,000 13,000 18,000 

環 境 

保健費 

結核対策費 2,721,020 2,319,203 401,817 

予防費 1,829,780 1,325,837 503,943 

母子保健対策費 613,200 521,180 92,020 

精神保健福祉費 2,680,510 2,383,452 297,058 

生活習慣病対策費 1,983,142 1,762,767 220,375 

食品衛生費 2,016,000 1,939,276 76,724 

生活衛生総務費 807,110 806,210 900 

生活衛生指導費 214,180 194,075 20,105 

保健所費 13,493,200 12,497,416 995,784 

医務費 750,000 479,768 270,232 

薬務費 609,000 542,680 66,320 

企画調整費 701,120 658,090 43,030 

合  計    
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（２）母子父子寡婦福祉特別会計 

ア 歳入                                  （単位：円） 

款 目 節 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

 

 
現年度収入 44,394,142 41,886,261 0 2,507,881 

過年度収入 32,656,272 3,611,254 0 29,045,018 

母子福祉資金貸付金収入 77,050,414 45,497,515 0 31,552,899 

 
現年度収入 1,063,248 1,063,248 0 0 

過年度収入 718,378 58,258 0 660,120 

寡婦福祉資金貸付金収入 1,781,626 1,121,506 0 660,120 

 
現年度収入 9,700 9,700 0 0 

過年度収入 0 0 0 0 

貸付金償還金違約金 9,700 9,700 0 0 

 
現年度収入 24,000 24,000 0 0 

過年度収入 56,000 0 0 56,000 

雑入・母子寡婦 80,000 24,000 0 56,000 

諸収入 78,921,740 46,652,721 0 32,269,019 

 

イ 歳出                                  （単位：円） 

款 科  目 令 達 額 支出済額 残  額 

母子・父子

寡婦福祉資

金貸付費 

指導調査費 645,000 51,0452 134,548 

母子福祉資金貸付費 49,000,000 42,859,660 6,140,340 

父子福祉資金貸付費 2,500,000 948,000 1,552,000 

寡婦福祉資金貸付費 1,578,000 918,000 660,000 

合  計 53,723,000 45,236,112 8,486,888 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 111 - 

 

 

２ 債権管理の体制 

債権管理については、平成１９年４月１日に定めた「上北地域県民局地域健康福祉部収入未済解

消対策要綱」に基づき、主に収入未済対策会議を開催し、収入未済の解消に努めることとしている。 

 

（１）事務分担 

ア 収入未済対策会議の招集･･･各総室長 

イ 償還指導等      ･･･発生各総室で対応 

 

（２） 収入未済対策会議 

ア 開催予定時期･･･９月、２月 

イ 検討事項 

（ア） 納入金等長期に滞納（納入期限後概ね６ヶ月を経過）している債務者の状況分析及び債務

者に対する具体的指導方針の検討・策定に関すること。 

（イ） 上記の指導方針の実施状況の管理に関すること。 

（ウ） その他納入促進を図るために必要と認められること。 

ウ 構成員 

（ア） 各総室･･･総室長、次長、債権に関する課長（査察指導員を含む）、ケース担当者、徴収 

        事務（債権）担当者、その他納入指導に関係のある職員 

 

（３） 償還指導等 

長期に滞納しているケースについて、収納未済対策会議での検討結果を踏まえ、各総室が家庭訪問

等により償還指導等を行う。 
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３ 収入未済対策会議の開催状況 

収入未済金のうち、保護課は、生活保護費に係る返還金、福祉調整課は、母子寡婦福祉資金貸付金に

係る償還金が多額となっている。また、こども相談課は、施設入所に係る費用徴収金の未納額が多額と

なっている。 

このことから「収入未済解消対策要綱」により、平成２７年度において収入未済対策会議を下記のと

おり開催し、償還指導等を行った。 

なお、平成２８年度においても収入未済対策会議を開催し、会議での検討結果を踏まえ、各総室が収

入未済の早期解消に努めることとする。 

 

（１） 生活保護費返還金 

実施年月日 ケース検討数 備   考 

H27.9.29 

H27.9.30 
8 過年度債権のある継続ケースのうち今年度納入がないもの 

H28.2.23 

H28.2.24 

H28.3.10 

４４ 
 現年度に調定した債権のあるケース及び過年度債権のある廃

止ケースのうち６ヶ月以上納入がないもの 

 

（２） 母子福祉資金貸付金償還金 

実施年月日 ケース検討数 備   考 

H27.10.2 １４ 過年度債権のある継続ケースのうち、今年度納入のないもの 

H28.2.25 ７ 
上記継続ケースのうち、前回会議開催時より一度も納入のな

いもの 

 

（３） 児童福祉施設入所に係る費用徴収金 

実施年月日 ケース検討数 備   考 

H27.10.1 ７ 
 現在入所中で地区担当が直接納入指導を行う機会の多いケー

ス、これまで会議の行われていないケースなど 

H28.2.24 ３５  滞納がある全ケース 

 


